2012年11月16日
衆議院の解散・総選挙についての談話

全日本自治団体労働組合　　
中央執行委員長　徳永　秀昭
１．野田首相は、本日衆議院を解散した。これにより、12月4日公示、12月16日投開票の日程で第46回衆議院選挙が行われ、国民に審判を問うことになる。
２．2009年の総選挙において、「構造改革」路線のもと、深刻な格差社会をもたらした自公政権からの政権交代が急務であるという認識のもと、自治労は連合とともに、その実現を支援してきた。
　　民主党政権のもとでは、地方交付税の増額や一括交付金の創設、地域主権改革関連法の成立など、自治労が求める政策が実現した。さらに、非現業公務員に協約締結権を付与する国家公務員制度改革関連４法案、そして地方公務員制度改革関連２法案が国会に提出・審議されたことは、公務員の労使関係史上における画期をなすものと評価できる。また、社会保障制度の持続と機能強化、そのための財源の確保と税制の所得再分配機能の強化を志向する民主党のスタンスは自治労として基本的に支持できるものであった。一方で、普天間基地の移設問題や大飯原発の再稼働などは、自治労がめざす政策とは相容れず、また民意を反映したものとは言えないものであった。
　　このように、民主党政権は、画期的な役割を果たしてきた一方で、「ねじれ国会」による野党からの抵抗のもと、政策の実現が困難であったこともあり、その限界もまた露呈せざるを得なかった。しかし、重要なのは、これら自治労が求める政策の実現、改革の多くは道半ばであり、なお一層、政策実現に向け、自治労として政治に積極的に働きかけていかなければならないということである。
３．来る衆議院選挙に対し、我々は重大な危機感をもって臨まなければならない。
　　自民党や日本維新の会をはじめとする「第三極」は、地方公務員の思想信条の自由や表現の自由を否定するとともに、新自由主義的な「自助・自立」を強調するなど、自治労が求める政策、そして国民の思いとは相容れないものである。我々は、再び、「強者を中心とする格差社会」を深刻化させてはならない。
　　自治労は、引き続き、新自由主義的な「構造改革路線」と一線を画し、公共の役割と勤労者の生活改善を重視する政治家との連携を図る。そして、東日本大震災の復興と、その経験に基づく公共サービスの再生と強化、福島第一原発事故を踏まえた脱原発と再生可能エネルギー社会への移行などを図っていかなければならない。民主党については、党内の内紛と未熟な党運営からの脱却を求めるとともに、格差を生み出す政治から「コンクリートから人へ」に転換するという主張が国民に支持された「2009年夏」の原点に立ち返り、選挙戦をたたかうことを、強く求めていく。
　　自治労は、我々の求める政策の実現にむけ、今次総選挙において、協力議員をはじめとする全ての推薦候補、我々と志を同じくする候補の必勝にむけ組織の総力をあげて取り組みを進めていく。
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